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Construction and Verification of a Theoretical Framework of 
“Government Failure” in the Long-Term Care Insurance System: 
The Mechanism of Deciding Premium in Municipalities 
Summary 
This study examines the problem wherein the pursuit by central government and local 
governments of their respective self-interests brings about results at variance with the 
intended institutional goals, targeting decision-making process of premium in municipalities. 
Chapter 1 sets out the limits of the previous research on government failure, classifying such 
failures into institutional failure and policy failure, and presents theoretical positions on both 
from the viewpoint of central-local relations. 
In Chapter 2, a survey of municipalities is carried out, and the theoretical framework is 
elaborated based on their working practices. 
Chapter 3 gives hypothesis of four failure mechanisms. In order to test these, it sets out the 
concepts of premium and constructs a database of long-term care insurance finance. 
Chapter 4 investigates failure in which, as an institutional failure of the central government, 
efforts on the part of municipalities to optimize facility/residence services stagnate, and the 
financial burden on the central government increases. 
Chapter 5 investigates failure in which, as a policy failure of the central government, the 
disparate actions of local governments mean that the central government is unable to control 
the disparities in premium. 
Chapter 6 investigates failure in which, as an institutional failure of local government, 
withdrawal from the benefit funds causes drastic fluctuations in the growth rate of premium. 
Chapter 7 investigates failure in which, as a policy failure of local government, local 
governments intentionally reduce premium, thereby increasing the future financial burden. 
The final chapter presents, as findings obtained through this study, the dynamic process of 
the dilemma caused by the central government’s financial control and local governments’ 
disparate actions. In addition, this study shows the possibility that, from among the failure 
mechanisms, it is through solving the institutional failure in central government that the 
solutions to other government failures arise. 
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1 特段の断りの無い限り、中央政府とは地方政府を統括する国家行政の中心機関、地方政
府とは基礎自治体としての市町村を指す。 
2 「政府の失敗」に規模の経済を含める場合もある（八田 2008）。 


















































































































































































































































究が進められたほか（日高 2004、鎌田 2010、内山 2014、外川・安藤 2015）、同モデルを
























は、1980 年から 1996 年におけるドイツ・バーデン=ヴュルテンベルク州内の 1,111 市町村
のパネルデータを用い、営業税率の設定について市町村間に戦略的補完関係があることを









が行われている。菅原・國崎（2006）は、1990 年度から 2000 年度の都道府県別パネルデ
ータから、民生費や土木費といった目的別歳出について都道府県間に戦略的補完関係が認





は、1983 年から 1994 年における米国の州パネルデータを用いて、他州の AFDC 給付（Aid 
to Families with Dependent Children）は自州の給付に有意に正の影響を与えており、州
間で福祉競争が起きているとしている。また、Fiva and Rattsø（2006）は、1998 年におけ
るノルウェーの 434 地方政府のクロスセクションデータから、福祉給付の標準的規定額に
ついて地方政府間の戦略的相互依存関係の存在を導いている。 

























































































































































































































































































 例えば、ある地方政府が当期の保険料を月額 5,000 円に設定したとする。また、事前の保
険料の徴収総額が１億円と推計されたところ、結果的に１億 5,000 万円を徴収して、5,000
万円の剰余金が発生したとする。そして、次期保険料の設定において、本来であれば保険料


















































































































































































































                                                   
21 ５％はあくまでも全国平均に過ぎず、地方政府によっては５％以上となったり、５％未
満となったりする。ただし、マイナス値をとることはない。 





























































26 第１期計画期間（平成 12 年から平成 14 年）は 17％であり、以降３年ごとに１％ずつ
上昇している。 




28 おおよそ３年に１度行われ、平成 15 年度改定では▲2.3％、平成 17 年度改定では▲
1.9％、平成 18 年度改定では▲0.5％、平成 21 年度改定では＋3.0％、平成 24 年度改定





































































































1,000 人未満や 1,000 人～3,000 人未満の市町村では赤字の割合が特に高くなっていたが、
被保険者数が 10,000 人を超えると、赤字の割合が大幅に減少して、いずれの規模でも 10％
未満となっていた。また、必要保険料を介護サービス受給者数で除して、在宅サービスと施
設サービスの限界コストを被保険者の規模別に分析した結果、規模により限界コストが一































































 一方で、保険料負担 50％は、第１号被保険者（65 歳以上）と第２号被保険者（40～64 歳）



















                                                   
33 本項から第５項までの制度概要は、基本的に社会保険研究所（2018）による。 
34 平成 18 年度から、都道府県が指定する介護保険施設および特定施設（特定施設入居者
生活介護、介護予防特定施設入居者生活介護）の介護給付費については、国庫負担金
15％、都道府県負担金 17.5％とされている。 











































































































































                                                   
43 下限収納率は算定省令において、第１号被保険者数が 1,000 人未満の場合には 94％、
1,000 人以上 10,000 人未満の場合には 93％、被保険者数が 10,000 人以上の場合には
92％とされている。 
44 償還金に利子は発生しない。 
































                                                   











































































































〈秋田県 A 町〉 
 A 町は平成 18 年に２町村の合併により誕生した。合併当初から、調整交付金を 7.3％交



































































































〈秋田県 B 町〉 





かかわらず 1,840 万円を取崩すこととした。 
 
〈秋田県 C 一部事務組合〉 







〈秋田県 D 市〉 









〈秋田県 E 一部事務組合〉 
 E 一部事務組合の事務局では当初、準備基金から取崩す予定はなかった。しかしながら、
保険料公表の前年 12 月末に、管理者のトップダウンにより急遽、全額に相当する２億 6,420
万円を取崩すこととした。 
 



























〈神奈川県 J 町〉 
 J 町では当初、準備基金の残高 4,000 万円のうち半分の 2,000 万円を取崩す予定であっ
た。この取崩し額は、保険料が 5,000 円を超える規模であった。これについて、町長・副町
長から 5,000 円を超えることのないように指示があった。そこで、最終的には 3,500 万円
45 
 
を取崩し、保険料が 4,950 円となるように調整した。 
 












〈神奈川県 L 市〉 





〈神奈川県 M 市〉 
 M 市では、県を通して国から準備基金残高の全額、少なくとも 80％以上は取崩すよう指
導・助言があった。M 市としては前期保険料からの伸び率が 10％を超えない 5,000 円弱く








































































































〈秋田県 C 一部事務組合〉 
 C 一部事務組合では、過去の保険料伸び率が 7.2％（第１期-第２期）、39.5％（第２期-第
３期）、14.8％（第３期-第４期）、28.4％（第４期-第５期）、3.7％（第５期-第６期）と、乱




〈秋田県 O 市〉 









〈神奈川県 P 市〉 




















































〈神奈川県 N 市〉 









































































































































〈神奈川県 Y 市〉 
 Y 市を含めた全国の政令市間では、準備基金の残高見込みや取崩し予定額についてお互
いに問い合わせを行っていた。政令市では、6,000 円が保険料のベースにあり、実際に Y 市







〈神奈川県 I 村〉 




〈神奈川県 J 町〉 




















〈神奈川県 U 市〉 
























































































































































































































































































 介護保険料（月額） ※各要素は推計値 
＝［（標準給付費54＋地域支援事業費55）＊第１号被保険者負担割合56＋市町村特別給付費57
＋保健福祉事業費58＋調整交付金相当額59－調整交付金交付額60＋財政安定化基金拠出金61
                                                   





56 第１期計画期間（平成 12 年から平成 14 年）は 17％、以降 3 年ごとに１％ずつ上昇し




































                                                   
る。市町村は、標準給付費および地域支援事業費の見込み額に拠出率を乗じた額を加え







































間（平成 18 年から平成 20 年）の介護保険料も非公開となっている67。 
 そこで、本論文では、厚生労働省およびすべての都道府県に対して情報公開請求を行うこ
とにより、過去 15 年間のすべての市町村別保険財政データを収集した68。情報公開請求は
                                                   











































































図 25 地域包括ケア「見える化」システムのトップページ 
                                                   
72 地域包括ケア「見える化」システム 






































                                                   























































































































                                                   
















































                                                   



























































































図 26 市町村数の推移（平成 12 年～平成 26 年） 
 
 公的介護保険制度の施行当初に 2,901 あった市町村は、平成 15 年にかけて徐々に減少し
て 2,729 となった後、平成の大合併により大幅に減少し、平成 17 年には 1,681 となった。
その後、微増減しながら、平成 26 年では 1,579 となっている。したがって、平成 12 年か
ら平成 26 年にかけて、約 84％減少したこととなる。 
 また、図 27 は、平成 12 年から平成 26 年における各市町村の調整交付金の交付割合につ
いて、①０％、②０％～５％、③５％～10％、④10％～15％に４分類し、それぞれの市町
村数の推移を見たものである。 
 この図から、平成の大合併により、平成 15 年から平成 17 年にかけて全体の市町村数が
急激に減少する中においても、交付割合が０％～５％の市町村数には大きな変化が無く、結
果として全体に占める同分類の比重が相対的に高まっていることが分かる。また、０％の市

















図 27 調整交付金の交付割合の推移（実数ベース）（平成 12 年～平成 26 年） 
 








 次に、図 29 は、交付割合が５％未満と５％以上の市町村について、割合の推移を表して
いる。 
 平成 12 年から平成 15 年にかけて、一時的に５％以上が増加して 80％以上を占めるまで























図 29 調整交付金の交付割合の推移（５％未満・５％以上）（平成 12 年～平成 26 年） 
 
なお、図 30 の通り、平成 12 年時点において調整交付金の交付割合が相対的に高い（低










そして、図 31 は、平成 12 年から平成 26 年における調整交付金の交付割合と、実質保険
料に占める施設・居住系サービス分の割合の関係を見たものである。ここでは、交付割合が
５％を超えるか否かにより色分けをしている。 
                                                   






















































図 31 調整交付金の交付割合と実質保険料に占める施設・居住系サービス分の割合 
（平成 12 年から平成 26 年） 
 
一連の図より、大きく２点のことを読み取ることができる。１点目は、調整交付金の交付















 さらに、図 32、図 33 は、それぞれ交付割合が５％～10％、10％～15％の市町村につい











図 32 調整交付金の交付割合が５％～10％の市町村の施設・居住系サービス分の割合 














図 33 調整交付金の交付割合が 10％～15％の市町村の施設・居住系サービス分の割合 
（平成 18 年から平成 26 年） 
 
 図 32 より、交付割合が５％～10％の場合には、平成 18 年から平成 26 年にかけて、施
設・居住系サービス分の割合が徐々に下降していることが分かる。すなわち、平成 18 年か
ら平成 20 年（第３期計画期間）までは、おおむね 40％から 60％前後に収まっていたが、
平成 21 年以降（第４期・第５期計画期間）では、30％代後半の市町村も少なからず散見さ
れるようになっている。 




























 平成 18 年がモラルハザード発生の境目となっていることは、調整交付金の交付割合の推
移にも表れている。すなわち、平成 17 年までは 10％～15％の市町村はごくわずかであっ


























































































































































































































図 34 市町村数の推移（平成 12 年から平成 26 年） 
 
 次に、図 35 は、平成 12 年から平成 26 年における実質保険料と調整済み実質保険料の変












いて同様に推移していることが分かる。すなわち、平成 12 年から平成 17 年にかけて減少
し、平成 21 年には微増して平成 22 年に再び減少した後、平成 25 年までほぼ一定に推移




図 35 実質保険料と調整済み実質保険料の変動係数の推移（平成 12 年から平成 26 年） 
 
 なお、平成 12 年から平成 26 年における両変数の標準偏差の推移についても、平成 18 年








そして、調整済み実質保険料の変動係数は平成 21 年に一時微増するものの、平成 12 年
からおおむね減少傾向にあり、平成 12 年の 0.21 から平成 26 年の 0.10 へと半減している。 
















図 37 実質保険料と調整済み実質保険料の変動係数の差の推移 
（平成 12 年から平成 26 年） 
 
 この図より、平成 12 年から平成 17 年（第１期・第２期計画期間）ではその差が 0.04 ま
たは 0.05 であったのに対し、平成 18 年以降は増加傾向にあり、0.07 から 0.09 の間に収ま
っていることが分かる。 




図 38 調整済み実質保険料と条例保険料の変動係数の差の推移 
（平成 12 年から平成 26 年） 
 
平成 12 年から平成 15 年までは調整済み実質保険料が条例保険料の変動係数を上回って
いたが、平成 16 年にその差がゼロとなると、平成 17 年から平成 20 年までは差がマイナ













































行当初から 15 年間で半減していた。ただし、平成 18 年以降（第３期計画期間以降）では、
平成 21 年を除いて変動係数が 0.10 から 0.12 の間に収まっており、これ以上の格差是正は
困難であると考えられる。このことは、国庫負担金 25％のうち５％のみを財政調整の財源
としていることの限界を反映しているものと推察される。 
 さらに、実質保険料と調整済み実質保険料の変動係数の差を見ると、平成 18 年以降（第
３期計画期間以降）は増加しており、調整交付金の格差是正効果が強化されていることが分












られる。実際に、第４章で示したとおり、平成 18 年以降では交付割合が 10％～15％の市
町村が増加する一方で、０％の市町村も増加しており、交付割合の二極化が徐々に進行して
いた92。 



























                                                   




































料が急増することとなる。例えば、次々期保険料が 7,000 円とすると、6,000 円からの増額















































































                                                   
95 ここでは、平成 26 年の場合を例として説明する。 











































成 14 年）から第５期計画期間（平成 24 年から平成 26 年）までに計６回の保険料設定を行













人未満、②1,000 人以上 3,000 人未満、③3,000 人以上 5,000 人未満、④5,000 人以上 10,000
人未満、⑤10,000 人以上 30,000 人未満、⑥30,000 人以上 50,000 人未満、⑦50,000 人以










                                                   

































































図 41 第３期計画期間における保険財政状況と第３期保険料から第４期保険料の伸び率 
 
 この図から、第３期計画期間においても同様、被保険者規模が 1,000 人未満や 1,000 人
～3,000 人未満では保険財政状況と保険料伸び率との間に比較的大きなばらつきが生じて
いるものの、規模が拡大するにつれて徐々に線形性を帯びるようになってきている。特に、










































































成 14 年）では、多くの市町村において保険財政の大幅な黒字あるいは赤字を招いた。 




３期計画期間（平成 18 年から平成 20 年）の保険料への反動が大きくなると思われる。そ
して、反動分の保険料は、本来であれば第２期計画期間において徴収されるはずのものであ
るから、第３期計画期間では保険料を余分に徴収することとなる。これにより、準備基金へ


























































































































































































                                                   

























































図 44 市町村数の推移（平成 12 年～平成 26 年） 
 
 公的介護保険制度の施行当初に 2,906 あった市町村は、平成の大合併により大幅に減少
し、平成 18 年には 1,669 となった。その後、徐々に減少して、現在では 1,579 となってい
る。したがって、平成 12 年から平成 26 年にかけて、約 84％減少したこととなる。 
 また、図 45、図 46 は、被保険者の規模別に見た保険財政赤字の割合について、年度ごと
の推移を見たものである。本論文では、①1,000 人未満、②1,000 人以上 3,000 人未満、③
3,000 人以上 5,000 人未満、④5,000 人以上 10,000 人未満、⑤10,000 人以上 30,000 人未















図 45 保険財政赤字の割合の推移（1,000 人未満～10,000 人） 




図 46 保険財政赤字の割合の推移（10,000 人～100,000 人以上） 
（平成 12 年～平成 26 年） 
 
２つの図から、主に３点のことがうかがえる。 
 1 つ目に、いずれの被保険者規模であっても、平成 16 年と平成 17 年（第２期計画期間の


























 ２つ目に、被保険者の規模が 1,000 人未満や 1,000 人～3,000 人未満の場合、他の規模と
比較して赤字の割合が高くなっている。特に、1,000 人未満では、平成 16 年、平成 22 年お
よび平成 23 年を除いて、いずれの規模よりもその割合が高い。一方で、被保険者規模が
10,000 人を超えると、いずれの規模においてもおおむね同様の割合で推移している。 
 ３つ目に、被保険者数が 10,000 人以上では、先述の第２期・第４期計画期間の特例を除
いて赤字の割合が顕著に低くなっており、いずれの規模においても 10％未満となっている。 










図 48 ３年間のいずれも保険財政赤字の割合の推移（10,000 人～100,000 人以上） 
（第１期計画期間から第５期計画期間） 



























 ３点目に、被保険者数が 10,000 人を超えると、割合が非常に低くなっている。第２期・
第４期計画期間では、先述の事情により相対的に高い割合にあるが、他の計画期間では、最
大でも 1.3％となっている。 








                                                   
103 なお、在宅サービス（第１期）のうち、東京都三宅村（1,172 人、11.051 円）、神奈川
県旧城山町（3,018 人、3.432 円）、東京都豊島区（45,434 人、0.120 円）は外れ値と見
做して分析から除外した。また、施設サービス（第１期）のうち、東京都御蔵島村（48
人、590.781 円）、東京都青ヶ島村（32 人、139.399 円）、東京都三宅村（1,172 人、
43.410 円）、広島県旧豊浜町（1,135 人、18.850 円）、神奈川県旧城山町（3,018 人、







































































































図 52 前期－当期保険料と当期－次期保険料の関係 
 




























図 53 前期－当期保険料と当期－次期保険料の関係（被保険者規模別） 
 
 この図より、次の３点のことが読み取れる。 
 1 点目に、5,000 人～10,000 人を除くいずれの被保険者規模においても、前期から当期保
険料と当期から次期保険料の伸び率にはおおむね負の関係がある。 
 ２点目に、被保険者の規模が 1,000 人未満あるいは 1,000 人～3,000 人では、両者の関係
にばらつきが見られるが、規模が大きくなるにつれて分布が集約される傾向にある。 


















































































































成 18 年から増加傾向にあり、平成 24 年から平成 26 年（第５期計画期間）では市町村全体
の１割以上となっていた。 
 次に、調整交付金の交付割合と実質保険料のうち施設・居住系サービス分の割合との関係










































行当初から 15 年間で半減していた。ただし、平成 18 年以降（第３期計画期間以降）では、










































































































































































































































































































































































































































































































































 本論文の分析期間は、公的介護保険制度が施行された 2000 年から 2014 年までの 15 年
間である。第 1 号被保険者が負担する介護保険料は市町村が３年に１度設定するため、合
併による再編などが無い場合、最大で６度の保険料設定を経験していることとなる。 
 ここでは、過去６度の保険料設定を行った 1,324 市町村を対象として、各計画期間におけ








 ０％から 25％未満と 25％以上の増加を繰り返すパターンであり、計 64 市町村が該当し
た（表１参照）。 
 
表 1 保険料伸び率（％）のパターン① 
 
  第１-２期 第２-３期 第３-４期 第４-５期 第５-６期 
04421 大和町 7.7 25.0 8.6 28.9 19.2 
05346 藤里町 0.0 25.4 16.5 32.7 10.4 
05463 羽後町 8.0 33.8 0.0 25.8 8.2 
07202 会津若松市 8.8 34.5 0.0 26.9 18.2 
07207 須賀川市 9.3 25.8 19.9 26.0 11.2 
07482 矢祭町 9.1 27.6 12.7 25.4 22.9 
08447 河内町 11.9 31.9 12.9 41.4 12.7 
09211 矢板市 11.1 25.8 0.7 25.0 15.6 
10207 館林市 10.6 28.3 4.4 31.9 0.5 
10208 渋川市 1.6 25.3 9.5 36.2 14.5 
10344 榛東村 0.0 34.6 16.6 33.3 12.1 
10366 上野村 3.6 50.4 0.0 44.4 7.7 
10521 板倉町 0.0 29.6 0.0 28.6 4.4 
10522 明和町 0.0 40.7 5.3 32.5 7.5 
10523 千代田町 8.0 44.4 5.1 31.7 9.7 
10525 邑楽町 0.0 35.7 0.0 28.9 10.2 
148 
 
11210 加須市 0.0 30.7 0.0 35.5 15.5 
11231 桶川市 0.0 30.0 7.1 25.3 0.9 
11442 宮代町 10.8 25.5 0.0 32.0 1.3 
12210 茂原市 0.0 25.4 4.6 25.0 8.2 
12226 富津市 0.7 28.9 2.0 29.6 15.2 
12403 九十九里町 17.4 44.4 2.6 25.0 0.0 
13121 足立区 0.0 36.2 0.0 27.2 11.0 
14201 横須賀市 6.9 25.8 0.0 25.6 6.1 
14213 大和市 0.0 31.0 0.0 30.7 1.4 
15504 刈羽村 9.8 29.6 24.5 30.8 1.8 
18202 敦賀市 9.8 29.0 5.0 27.4 13.1 
19201 甲府市 0.4 28.6 8.2 34.4 6.4 
19202 富士吉田市 14.8 26.5 5.9 31.4 10.5 
20210 駒ヶ根市 20.7 31.6 7.0 29.1 5.8 
20213 飯山市 15.8 31.4 12.8 28.9 6.5 
20543 高山村 20.7 29.2 10.6 25.3 7.8 
21210 恵那市 1.7 40.4 7.4 38.3 11.2 
21975 安八郡広域連合 0.0 38.1 5.8 26.3 12.5 
22208 伊東市 0.0 25.0 0.0 31.4 17.4 
23203 一宮市 8.8 31.8 1.5 32.8 1.5 
23221 新城市 0.6 42.6 0.0 25.0 11.2 
23445 南知多町 17.8 28.3 0.0 29.4 15.9 
23446 美浜町 0.0 34.6 2.9 25.0 13.3 
24203 伊勢市 4.3 33.3 8.4 31.3 2.5 
24211 鳥羽市 6.7 55.7 5.3 45.5 10.0 
24216 伊賀市 8.3 33.3 4.2 35.6 10.6 
24341 菰野町 17.9 26.4 1.0 25.1 3.4 
24344 川越町 0.0 29.6 7.0 40.9 1.4 
24470 度会町 0.0 33.3 0.0 38.9 6.0 
24927 鈴鹿亀山地区広域連合 11.1 29.6 0.5 34.2 5.8 
25212 高島市 11.3 28.8 0.0 26.3 12.5 
26201 福知山市 7.3 27.6 6.9 27.4 18.7 
26202 舞鶴市 13.6 30.9 5.3 28.3 0.0 
26205 宮津市 5.8 42.4 3.9 26.0 15.2 
26211 京田辺市 11.1 25.0 4.0 25.6 10.1 
149 
 
26366 精華町 7.5 47.4 4.8 33.0 0.0 
28218 小野市 14.8 29.0 0.0 27.5 3.9 
28301 猪名川町 14.3 25.0 0.0 25.0 8.0 
29402 明日香村 7.4 42.0 0.7 26.7 0.0 
30383 由良町 2.8 33.0 3.4 50.1 4.4 
30390 印南町 10.8 37.5 17.4 36.4 10.1 
32204 益田市 12.1 29.1 0.2 28.8 11.7 
32205 大田市 10.7 41.9 0.0 27.3 3.6 
32894 隠岐広域連合 14.7 25.6 0.0 33.7 0.0 
34208 府中市 8.8 35.0 10.0 26.2 0.0 
34209 三次市 5.4 32.4 0.0 41.3 3.7 
34214 安芸高田市 16.9 33.0 0.0 36.4 1.7 
47375 多良間村 22.7 29.6 7.1 49.4 7.9 
 
＜パターン②＞ 
 ０％から 25％未満と 25％以上の増加をした後、０％未満の減少をして、25％以上と０％
から 25％未満の増加をするパターンであり、計 32 市町村が該当した（表２参照）。 
 
表 2 保険料伸び率（％）のパターン② 
 
  第１-２期 第２-３期 第３-４期 第４-５期 第５-６期 
03202 宮古市 6.4 32.2 -1.2 29.6 15.6 
04206 白石市 0.0 35.1 -7.0 33.3 15.9 
07301 桑折町 4.8 69.9 -18.6 50.6 23.4 
08564 利根町 19.1 32.1 -19.9 32.7 14.3 
09386 高根沢町 5.3 33.7 -3.7 26.5 14.7 
10201 前橋市 6.4 36.9 -8.4 29.5 19.9 
10202 高崎市 13.2 37.2 -10.6 28.8 24.0 
11238 蓮田市 1.2 36.3 -7.5 33.5 3.0 
12220 流山市 5.6 30.2 -5.4 31.1 8.5 
13115 杉並区 2.0 40.0 -4.8 30.0 9.6 
13116 豊島区 10.9 31.9 -11.4 34.2 11.6 
13117 北区 13.2 30.1 -19.1 36.3 15.2 
14150 相模原市 8.7 30.1 -6.3 32.0 8.6 
14208 逗子市 9.9 29.1 -2.1 25.5 24.7 
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14214 伊勢原市 0.0 26.7 -2.0 33.6 9.5 
15204 三条市 19.7 33.9 -14.2 26.3 2.7 
20307 北相木村 6.1 36.2 -5.9 46.5 14.8 
21214 可児市 23.0 33.8 -2.6 29.6 6.1 
23100 名古屋市 9.6 39.5 -5.7 31.1 8.3 
23208 津島市 14.3 41.9 -11.7 29.2 2.3 
23563 豊根村 2.5 33.3 -1.2 26.5 17.8 
24343 朝日町 4.0 33.3 -25.0 40.0 23.8 
26203 綾部市 17.2 36.9 -0.7 29.1 18.2 
26303 大山崎町 20.4 29.3 -16.5 34.5 10.0 
26463 伊根町 2.1 43.8 -1.9 32.8 2.8 
27216 河内長野市 0.0 35.2 -3.0 29.3 7.9 
28212 赤穂市 7.4 31.0 -13.2 31.8 17.2 
28443 福崎町 15.4 30.0 -7.7 33.3 10.0 
29442 大淀町 6.4 48.4 -4.7 31.2 12.6 
30382 日高町 9.0 38.3 -2.2 50.6 0.0 
34207 福山市 11.9 30.3 -9.5 31.0 6.7 
34302 府中町 6.3 27.9 -1.1 28.7 3.8 
 
＜パターン③＞ 
 ０％から 25％未満の増加を繰り返すパターンであり、計 224 市町村が該当した（表３参
照）。 
 
表 3 保険料伸び率（％）のパターン③ 
 
  第１-２期 第２-３期 第３-４期 第４-５期 第５-６期 
01204 旭川市 17.1 18.1 7.9 22.1 2.7 
01205 室蘭市 0.0 5.4 7.7 9.6 10.9 
01206 釧路市 10.2 1.8 5.7 19.0 13.8 
01207 帯広市 11.6 21.1 0.0 16.7 11.9 
01210 岩見沢市 0.0 22.6 5.3 12.5 8.9 
01211 網走市 0.0 19.0 10.7 13.5 2.8 
01214 稚内市 18.6 7.2 0.0 10.2 10.6 
01215 美唄市 5.8 12.5 12.5 13.6 15.2 
01217 江別市 22.7 4.9 3.1 13.6 11.9 
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01218 赤平市 2.8 14.3 15.6 24.3 8.2 
01222 三笠市 6.4 23.1 22.8 2.2 1.8 
01225 滝川市 1.3 19.5 0.0 18.1 9.9 
01229 富良野市 10.7 17.7 6.2 0.6 19.2 
01235 石狩市 22.6 10.5 2.4 3.5 13.5 
01303 当別町 23.0 4.0 0.0 7.9 19.5 
01304 新篠津村 0.0 0.0 0.0 13.9 22.0 
01333 知内町 0.0 9.7 5.9 22.2 20.5 
01334 木古内町 5.9 19.4 0.0 0.0 23.3 
01345 森町 0.0 18.2 5.1 21.1 10.2 
01362 上ノ国町 6.0 21.4 15.6 2.4 22.0 
01364 乙部町 11.1 15.8 1.2 13.4 4.9 
01392 寿都町 9.2 20.3 0.0 23.3 9.0 
01402 岩内町 0.0 22.3 0.0 23.6 13.4 
01428 長沼町 14.6 15.5 0.0 16.8 7.8 
01460 上富良野町 0.0 16.7 2.9 9.7 13.9 
01468 下川町 4.5 0.0 0.0 5.7 21.6 
01484 羽幌町 1.0 7.4 1.8 6.8 24.7 
01487 天塩町 11.7 11.3 7.2 5.5 5.9 
01512 浜頓別町 9.2 13.3 14.0 1.2 4.1 
01513 中頓別町 15.9 0.0 0.0 0.0 12.5 
01514 枝幸町 9.3 11.0 0.0 24.3 0.0 
01519 利尻富士町 7.8 5.1 0.0 4.1 0.0 
01543 美幌町 10.7 3.2 0.0 15.6 8.1 
01546 清里町 9.4 7.3 0.0 12.4 11.2 
01550 置戸町 6.2 1.2 10.3 6.3 23.5 
01555 遠軽町 6.5 0.9 0.0 6.9 19.4 
01560 滝上町 0.0 20.0 0.0 11.1 15.0 
01561 興部町 4.2 0.0 0.0 10.0 6.1 
01571 豊浦町 13.9 0.0 0.0 22.0 16.0 
01581 厚真町 8.8 8.1 0.0 12.5 2.2 
01631 音更町 21.4 5.9 8.3 21.2 2.6 
01632 士幌町 7.1 5.6 5.3 20.0 6.3 
01639 更別村 4.9 10.1 10.3 0.0 4.7 
01641 大樹町 0.0 0.0 5.0 14.3 20.8 
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01642 広尾町 5.6 0.0 10.5 4.8 0.0 
01649 浦幌町 12.5 0.0 17.8 6.1 23.3 
01661 釧路町 10.3 9.3 17.5 13.3 9.6 
01665 弟子屈町 9.0 10.6 17.0 19.6 13.1 
01668 白糠町 0.0 10.8 13.6 18.3 21.8 
01691 別海町 12.9 17.1 0.0 0.0 19.5 
01812 空知中部広域連合 15.8 7.5 1.8 16.8 8.5 
02201 青森市 17.0 14.0 8.3 20.3 15.3 
02202 弘前市 18.2 23.6 1.2 15.3 0.0 
02204 黒石市 22.5 18.2 17.7 2.3 17.5 
02208 むつ市 7.7 17.4 17.0 15.3 3.4 
02343 西目屋村 0.0 19.5 19.1 12.2 3.4 
02362 大鰐町 21.7 21.1 8.1 21.3 8.6 
02426 佐井村 0.0 15.6 1.4 14.7 16.3 
03203 大船渡市 15.4 23.7 13.2 15.1 7.7 
03205 花巻市 5.9 23.9 10.6 15.4 13.3 
03208 遠野市 5.0 15.0 4.8 21.6 14.6 
03210 陸前高田市 11.5 22.4 12.7 21.3 23.7 
03211 釜石市 5.1 22.8 9.2 17.1 7.5 
03322 矢巾町 9.4 21.4 0.0 12.9 18.8 
03482 山田町 9.1 20.5 11.2 1.3 23.5 
03882 一関地区広域行政組合 6.2 16.6 11.8 22.7 8.2 
04100 仙台市 19.5 20.3 6.1 17.7 6.8 
04211 岩沼市 8.7 15.0 15.8 16.1 16.1 
04401 松島町 9.6 0.0 18.8 13.2 18.1 
04406 利府町 8.8 21.9 3.5 12.3 13.5 
05201 秋田市 10.7 4.6 11.4 19.2 17.3 
05303 小坂町 21.8 10.4 0.0 8.5 15.2 
05363 八郎潟町 13.1 3.5 18.3 2.1 17.2 
06321 河北町 17.9 20.5 19.9 17.4 14.2 
06323 朝日町 22.1 22.5 15.3 18.3 18.1 
06324 大江町 23.0 20.9 13.7 16.9 24.7 
06426 三川町 10.0 18.9 21.6 21.5 7.7 
08205 石岡市 1.2 23.6 15.7 23.0 13.5 
08221 ひたちなか市 8.5 16.0 7.4 24.7 8.4 
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08442 美浦村 0.0 22.1 3.1 21.2 12.5 
08443 阿見町 9.0 10.3 15.6 18.9 18.2 
09205 鹿沼市 14.4 20.6 0.0 21.7 16.7 
10206 沼田市 3.8 19.8 1.6 24.1 23.8 
10211 安中市 12.3 20.9 5.4 20.5 12.8 
11100 さいたま市 19.4 23.6 2.5 24.6 7.8 
11208 所沢市 2.5 16.9 12.9 10.9 4.8 
11215 狭山市 6.7 16.1 4.4 12.3 12.0 
11216 羽生市 6.6 20.9 11.2 13.7 4.6 
11225 入間市 8.4 19.0 0.0 18.6 14.8 
11234 八潮市 11.0 23.2 5.9 14.9 5.6 
11239 坂戸市 10.2 17.9 13.6 13.3 8.2 
11341 滑川町 0.0 21.4 19.0 15.0 6.5 
11348 鳩山町 6.4 20.4 12.9 0.0 3.8 
12100 千葉市 3.3 21.9 3.7 24.7 5.4 
12203 市川市 10.6 17.8 3.8 21.4 13.9 
12204 船橋市 5.3 23.3 3.8 9.1 18.4 
12224 鎌ヶ谷市 9.2 17.7 7.1 11.8 11.9 
12227 浦安市 15.6 22.6 0.0 8.5 12.2 
12326 白井市 5.5 18.8 0.0 0.0 21.1 
12329 栄町 19.3 15.8 4.5 20.0 11.7 
12463 鋸南町 24.8 10.8 20.2 4.3 19.1 
13101 千代田区 19.3 13.9 2.4 23.8 9.6 
13109 品川区 0.0 18.2 0.0 20.5 12.8 
13111 大田区 4.3 21.9 5.1 19.5 14.3 
13113 渋谷区 10.3 24.9 2.2 19.2 9.3 
13204 三鷹市 7.4 17.6 5.0 19.0 10.0 
13206 府中市 3.9 19.7 0.0 22.8 7.7 
13220 東大和市 6.0 13.7 0.0 12.7 11.6 
13221 清瀬市 7.9 17.1 0.0 22.1 16.9 
13224 多摩市 11.2 13.8 0.0 11.2 6.2 
13401 八丈町 22.2 6.1 17.1 12.2 23.7 
14204 鎌倉市 11.3 20.9 7.3 17.2 14.8 
14215 海老名市 6.0 18.6 0.0 11.4 12.6 
14217 南足柄市 0.0 24.1 7.9 7.6 15.5 
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14218 綾瀬市 0.0 8.4 0.0 24.9 3.3 
14362 大井町 0.0 13.0 12.2 14.5 13.2 
14366 開成町 0.0 17.9 6.1 22.9 19.8 
15205 柏崎市 17.7 14.6 16.2 20.9 12.6 
15209 加茂市 3.9 19.9 19.4 18.2 7.1 
15211 見附市 10.0 20.8 7.2 20.5 8.7 
15213 燕市 11.0 22.9 10.1 22.5 8.6 
15217 新井市 13.1 22.7 19.6 22.0 10.2 
15361 田上町 16.7 22.2 1.5 22.8 20.8 
16205 氷見市 18.9 20.3 15.8 17.4 2.5 
17201 金沢市 24.8 20.9 0.0 19.6 10.6 
17206 加賀市 18.7 16.6 0.0 23.3 6.3 
18206 勝山市 9.4 17.1 9.8 17.8 11.3 
18207 鯖江市 10.2 16.7 0.0 14.3 17.7 
18382 池田町 0.0 0.0 0.0 9.4 8.6 
19205 山梨市 20.3 21.8 11.7 18.5 12.2 
20409 平谷村 22.8 16.1 1.9 11.7 12.2 
20413 天龍村 18.7 17.5 19.3 20.6 0.0 
20521 坂城町 24.0 21.4 4.4 23.9 13.6 
20583 信濃町 11.8 5.9 17.6 0.0 21.5 
21201 岐阜市 6.8 22.3 1.6 21.1 19.4 
21219 郡上市 16.8 4.0 23.1 23.1 19.3 
22130 浜松市 6.6 20.4 14.5 16.1 3.0 
22205 熱海市 0.0 23.2 14.9 7.5 11.6 
22207 富士宮市 0.0 22.0 0.5 24.4 19.2 
22209 島田市 6.2 20.3 13.1 11.1 13.8 
22215 御殿場市 11.5 13.8 12.9 20.8 8.9 
22220 裾野市 5.6 14.7 10.8 23.3 10.4 
22221 湖西市 2.3 9.6 13.1 15.5 12.2 
22301 東伊豆町 7.1 16.7 24.9 0.0 10.8 
22305 松崎町 0.0 24.1 21.2 10.0 0.0 
22341 清水町 3.4 16.7 8.6 10.5 11.9 
22342 長泉町 5.3 20.0 16.7 16.7 0.0 
22424 吉田町 14.0 19.3 13.2 15.6 7.9 
23213 西尾市 0.0 14.3 15.6 13.5 14.3 
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23219 小牧市 15.3 24.0 0.0 1.7 14.1 
23225 知立市 0.0 11.3 8.5 15.0 15.5 
23361 大口町 0.0 17.3 0.0 8.7 0.0 
23362 扶桑町 0.0 22.8 3.1 15.0 10.4 
23447 武豊町 11.7 23.3 7.6 20.1 1.5 
23501 幸田町 10.5 14.3 9.4 8.6 7.9 
25383 日野町 0.0 18.5 14.1 23.3 18.9 
26209 長岡京市 18.7 21.5 4.7 17.9 15.8 
27211 茨木市 5.1 22.9 0.8 17.4 8.6 
27220 箕面市 7.1 19.4 0.0 21.3 11.0 
27232 阪南市 14.4 16.6 0.0 4.5 15.2 
27321 豊能町 9.8 12.1 6.2 5.9 20.3 
28205 洲本市 16.0 21.3 2.6 21.8 15.8 
28216 高砂市 22.2 24.2 4.9 20.9 9.6 
28217 川西市 6.7 21.9 0.0 7.9 8.1 
28221 篠山市 11.0 18.0 0.0 22.6 17.3 
28442 市川町 11.5 24.1 12.2 23.8 24.0 
29201 奈良市 2.3 24.2 4.8 22.2 4.7 
29203 大和郡山市 6.3 23.5 0.0 11.9 14.9 
29204 天理市 16.4 20.1 1.9 13.5 17.8 
29206 桜井市 13.2 22.3 4.1 1.1 23.3 
29207 五條市 14.3 24.3 4.8 15.9 16.7 
29427 河合町 20.1 16.2 0.0 0.0 17.4 
30344 高野町 24.5 13.6 12.0 18.3 13.3 
33100 岡山市 10.3 16.4 9.5 16.0 11.6 
33203 津山市 9.8 17.5 0.0 15.0 18.1 
33208 総社市 13.3 20.6 2.4 11.9 10.6 
33346 和気町 23.5 9.7 2.9 1.7 12.0 
34205 尾道市 7.8 16.1 17.9 18.9 11.2 
34211 大竹市 8.4 20.3 1.2 23.3 4.1 
34212 東広島市 14.2 22.8 0.0 18.0 8.6 
34545 神石高原町 15.6 16.1 13.5 16.5 7.3 
35211 長門市 9.2 10.0 0.0 24.2 13.4 
35321 和木町 21.4 8.8 18.9 18.2 17.3 
35502 阿武町 3.8 22.2 22.7 24.7 6.9 
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36341 石井町 19.1 18.4 10.6 4.5 5.8 
37203 坂出市 14.9 14.1 0.0 22.3 0.0 
37204 善通寺市 0.0 0.0 0.0 11.2 19.1 
37206 さぬき市 8.9 12.4 5.0 20.7 12.4 
38207 大洲市 8.5 22.3 5.0 14.9 17.5 
39202 室戸市 15.0 22.4 8.3 12.5 5.5 
39341 本山町 21.0 5.6 7.4 12.7 19.6 
39344 大豊町 1.2 22.9 0.0 5.9 2.8 
39402 佐川町 18.2 0.0 17.6 17.3 16.9 
39405 檮原町 0.0 10.8 0.0 9.6 14.5 
39410 日高村 5.0 14.3 0.0 4.2 17.0 
39427 三原村 6.6 13.8 16.2 0.0 7.0 
40215 中間市 13.1 12.2 4.5 18.7 20.4 
40220 宗像市 8.7 12.3 6.8 12.5 18.2 
41856 佐賀中部広域連合 21.8 14.9 0.0 22.8 0.0 
42208 松浦市 16.8 23.2 0.0 12.8 3.0 
43202 八代市 13.6 18.9 0.0 23.0 7.4 
43205 水俣市 15.6 20.9 1.3 22.1 11.8 
43210 菊池市 17.9 15.9 9.8 17.8 11.3 
43211 宇土市 19.5 23.1 0.0 15.0 11.9 
43425 産山村 18.3 11.1 11.3 23.6 9.1 
43428 高森町 21.4 14.7 0.0 12.8 22.7 
43441 御船町 16.7 15.2 1.4 12.8 12.6 
43442 嘉島町 8.6 0.0 0.0 14.7 20.5 
43510 相良村 15.8 18.2 7.7 3.6 3.4 
43511 五木村 16.9 22.0 20.0 14.3 12.5 
44207 津久見市 5.6 16.1 8.4 23.2 10.9 
45203 延岡市 23.7 19.8 0.0 22.1 6.5 
45205 小林市 19.8 14.6 0.4 9.6 9.8 
45206 日向市 13.5 11.4 0.0 23.1 4.2 
45341 三股町 22.5 12.2 0.0 13.0 13.5 
45405 川南町 0.0 10.5 23.0 4.9 23.3 
45421 門川町 20.0 10.5 9.9 11.5 1.6 
45441 高千穂町 22.5 7.5 6.5 15.2 13.2 
46201 鹿児島市 16.2 7.9 0.0 19.4 18.6 
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46208 出水市 0.0 18.8 18.4 15.6 17.3 
46214 垂水市 11.3 16.8 3.1 4.0 22.0 
46482 東串良町 22.6 7.9 0.0 22.0 18.0 
46527 龍郷町 12.5 11.1 0.0 12.5 15.6 
46529 喜界町 13.3 2.9 11.4 10.3 18.6 
 
＜パターン④＞ 
 ０％から 25％未満の増加を繰り返した後、25％以上の増加をするパターンであり、計 38
市町村が該当した（表４参照）。 
 
表 4 保険料伸び率（％）のパターン④ 
 
  第１-２期 第２-３期 第３-４期 第４-５期 第５-６期 
01224 千歳市 0.0 0.0 0.0 19.4 25.3 
01234 北広島市 18.8 0.0 0.0 0.0 36.8 
01331 松前町 0.0 0.0 10.3 18.8 26.3 
01347 長万部町 0.0 1.9 0.9 8.1 25.0 
01481 増毛町 3.4 0.0 19.6 20.1 31.7 
01544 津別町 0.6 0.0 0.0 0.0 35.7 
01559 湧別町 0.0 4.2 4.2 15.9 29.4 
01663 浜中町 1.4 0.0 0.0 0.0 36.5 
02303 今別町 22.0 15.1 1.4 21.1 27.9 
02423 大間町 5.3 16.7 8.6 10.5 31.0 
02441 三戸町 18.4 13.1 20.4 9.6 30.7 
02446 階上町 23.7 4.2 1.8 8.2 43.8 
03441 住田町 8.0 9.7 21.0 14.7 39.5 
04424 大衡村 7.7 21.4 11.8 13.2 34.9 
04501 涌谷町 0.0 15.0 12.1 8.1 30.0 
06211 東根市 9.6 7.5 3.2 15.7 33.2 
07362 下郷町 13.6 24.0 8.0 16.5 25.6 
07408 猪苗代町 5.0 24.4 8.9 21.4 48.6 
10464 玉村町 13.3 15.9 6.8 20.5 34.2 
11228 志木市 0.0 0.0 0.0 16.1 31.5 
11381 美里町 0.0 17.2 20.8 11.1 25.0 
12409 芝山町 4.0 16.7 7.1 16.7 31.4 
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13214 国分寺市 0.0 20.6 3.2 15.7 29.6 
21507 東白川村 13.6 20.0 0.0 0.0 56.7 
24443 大台町 1.5 20.1 14.6 21.2 37.4 
25384 竜王町 0.0 16.4 5.4 19.3 42.9 
30422 太地町 1.2 13.1 0.0 22.4 56.8 
39301 東洋町 24.8 17.6 2.2 2.0 44.8 
42383 小値賀町 10.3 8.1 0.0 11.6 31.3 
43423 南小国町 7.3 12.8 13.6 16.0 26.4 
43432 西原村 5.3 12.3 7.0 13.2 25.6 
43507 水上村 13.1 0.0 0.0 0.0 80.6 
45209 えびの市 13.6 17.2 2.0 14.9 27.1 
45401 高鍋町 9.4 10.6 1.6 5.9 27.0 
45443 五ヶ瀬町 12.6 9.9 3.2 14.1 34.2 
46206 阿久根市 0.0 12.5 0.0 19.4 30.2 
46404 長島町 0.0 18.8 3.9 1.3 25.0 
46534 知名町 14.0 15.0 5.1 9.8 33.3 
 
＜パターン⑤＞ 
 ０％から 25％未満の増加を繰り返した後、25％以上の増加と０％から 25％未満の増加を
するパターンであり、計 104 市町村が該当した（表５参照）。 
 
表 5 保険料伸び率（％）のパターン⑤ 
 
  第１-２期 第２-３期 第３-４期 第４-５期 第５-６期 
01202 函館市 9.5 17.6 0.0 27.1 5.6 
01220 士別市 0.0 3.2 3.1 38.2 8.8 
01223 根室市 0.0 0.0 0.0 42.3 10.8 
01343 鹿部町 6.9 0.0 0.0 34.3 2.1 
01578 白老町 7.2 14.1 2.5 27.7 14.1 
01647 足寄町 0.0 0.0 15.9 33.8 16.2 
03301 雫石町 4.8 18.3 5.3 42.0 20.1 
03381 金ヶ崎町 14.4 18.0 0.0 45.7 2.0 
03483 岩泉町 20.6 5.8 10.6 27.0 13.5 
03829 盛岡北部行政事務組合 13.7 11.0 0.3 38.8 6.0 
04209 多賀城市 6.7 21.9 0.0 27.2 10.9 
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04302 七ヶ宿町 0.0 8.8 1.4 35.4 9.9 
04323 柴田町 19.8 17.2 0.0 29.4 11.4 
04362 山元町 8.2 23.8 3.7 25.0 12.9 
05202 能代市 17.9 23.5 0.0 31.5 4.5 
05366 井川町 0.0 20.0 11.9 25.5 8.5 
06212 尾花沢市 0.0 6.1 6.9 29.5 13.4 
06302 中山町 3.1 23.6 2.9 40.0 10.2 
07205 白河市 10.6 23.5 6.1 45.7 13.7 
07208 喜多方市 0.0 17.9 14.1 37.8 11.9 
07209 相馬市 20.0 13.9 6.3 32.4 23.6 
07461 西郷村 22.3 19.4 3.1 37.8 3.6 
08211 水海道市 0.9 18.9 15.0 39.1 0.0 
08521 八千代町 4.2 8.0 7.4 51.7 15.9 
09206 日光市 7.3 17.9 6.9 32.3 7.3 
09342 益子町 6.4 6.0 23.6 36.4 2.1 
09343 茂木町 7.2 17.0 4.1 41.5 7.5 
09361 壬生町 6.0 17.0 6.5 39.4 4.3 
10209 藤岡市 16.1 22.9 3.4 28.7 3.4 
10428 高山村 8.4 11.1 5.0 27.0 20.0 
10444 川場村 4.3 23.9 10.6 42.5 13.1 
10448 昭和村 3.4 15.9 3.0 37.3 22.8 
11201 川越市 4.3 25.0 14.7 27.7 0.0 
11209 飯能市 9.9 14.8 14.0 27.8 5.6 
11211 本庄市 2.9 23.4 7.6 38.0 2.0 
11232 久喜市 0.0 18.8 6.2 30.3 6.3 
11233 北本市 5.3 18.1 0.0 28.4 0.0 
11240 幸手市 0.0 20.0 0.0 35.5 11.9 
11385 上里町 1.0 19.2 9.7 30.3 5.0 
12349 東庄町 0.0 17.4 16.3 29.0 17.5 
13107 墨田区 11.1 16.8 0.0 36.4 0.0 
13108 江東区 13.8 15.2 0.0 26.3 8.3 
13114 中野区 13.6 19.1 0.6 29.2 7.6 
13120 練馬区 6.5 19.7 0.0 32.7 11.2 
13122 葛飾区 9.1 9.9 5.2 34.9 15.4 
13123 江戸川区 10.3 14.9 0.0 29.7 2.1 
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13210 小金井市 5.8 12.5 0.0 33.3 8.3 
13213 東村山市 3.2 18.5 5.2 30.5 8.8 
13229 西東京市 12.3 20.6 0.0 29.5 11.1 
13361 大島町 10.0 7.9 5.3 42.9 0.7 
14216 座間市 5.2 14.3 1.8 27.3 11.1 
14383 真鶴町 2.0 15.4 7.7 33.7 22.7 
15100 新潟市 19.4 17.3 10.3 26.6 3.8 
15202 長岡市 23.3 14.0 5.8 30.6 5.5 
15210 十日町市 17.9 12.1 8.1 25.0 14.0 
15212 村上市 23.0 15.4 2.0 26.2 0.0 
15218 五泉市 24.4 17.5 1.4 31.1 14.4 
15405 出雲崎町 11.6 11.5 2.6 45.1 2.2 
17204 輪島市 0.7 23.5 2.7 31.1 13.3 
17212 野々市市 20.3 20.8 0.0 30.2 8.9 
18201 福井市 9.1 22.2 0.0 26.4 9.7 
18322 永平寺町 11.8 8.8 8.1 33.8 6.5 
18853 坂井郡介護保険広域連合 12.5 8.3 5.1 31.7 7.4 
19207 韮崎市 7.1 21.4 3.7 52.3 1.2 
19366 南部町 24.5 23.7 7.1 38.3 16.5 
20382 辰野町 20.5 9.1 11.5 30.8 18.0 
20410 根羽村 8.3 3.8 22.2 36.4 6.7 
21208 瑞浪市 0.0 23.8 0.0 45.1 8.6 
21220 下呂市 17.1 7.4 19.1 32.7 17.1 
22302 河津町 4.4 15.1 0.0 25.0 22.5 
22344 小山町 7.3 24.8 8.2 34.2 3.8 
22461 森町 2.5 20.0 5.9 26.4 14.3 
23209 碧南市 1.0 21.3 1.8 33.9 2.2 
24303 木曽岬町 13.5 6.1 8.9 27.9 20.5 
24921 紀北広域連合 21.6 16.3 8.8 29.8 1.0 
24922 紀南介護保険広域連合 12.7 11.8 7.3 28.7 13.5 
25202 彦根市 21.5 15.2 0.0 30.6 13.2 
26204 宇治市 20.8 17.1 4.2 26.3 0.3 
28209 豊岡市 14.2 19.6 9.7 25.8 16.6 
28215 三木市 13.9 16.5 0.0 26.9 3.0 
28501 佐用町 9.0 13.8 16.1 41.7 9.8 
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29343 三郷町 3.3 9.7 0.0 27.1 21.5 
29425 王寺町 3.9 16.0 0.0 31.4 16.5 
31204 境港市 23.4 0.0 18.1 30.9 4.1 
31325 若桜町 13.7 22.6 1.3 30.2 5.9 
32206 安来市 2.9 11.4 0.0 25.6 14.3 
33205 笠岡市 23.3 18.9 0.0 25.5 11.5 
33209 高梁市 12.5 18.2 2.3 32.4 14.9 
34204 三原市 4.1 18.5 6.5 25.3 14.5 
35201 下関市 23.8 8.2 0.0 26.2 0.0 
35305 周防大島町 6.0 6.9 17.6 31.3 4.8 
37202 丸亀市 5.4 10.2 0.0 31.9 5.3 
37322 土庄町 0.0 8.0 24.1 40.3 12.8 
37404 多度津町 14.7 5.3 0.0 28.6 20.0 
39206 須崎市 0.7 23.3 3.3 33.4 7.7 
41401 有田町 18.6 5.7 9.3 25.6 5.7 
42321 東彼杵町 22.2 13.8 4.7 41.4 0.0 
42323 波佐見町 10.7 13.8 3.0 44.1 4.1 
43531 苓北町 10.0 0.0 3.0 29.4 11.4 
44201 大分市 11.8 20.6 0.0 27.7 9.9 
45201 宮崎市 20.2 10.3 0.0 27.5 0.6 
45202 都城市 10.3 17.1 2.4 27.0 12.3 
46203 鹿屋市 14.3 19.8 0.0 30.2 0.8 
46533 和泊町 18.8 15.1 3.2 32.5 9.7 
 
＜パターン⑥＞ 
 ０％から 25％未満の増加を繰り返した後、０％未満の減少をして、再び０％から 25％未
満の増加を繰り返すパターンであり、計 41 市町村が該当した（表６参照）。 
 
表 6 保険料伸び率（％）のパターン⑥ 
 
  第１-２期 第２-３期 第３-４期 第４-５期 第５-６期 
01100 札幌市 20.7 10.9 -1.8 12.8 11.2 
01230 登別市 0.0 18.3 -5.7 6.1 5.7 
01233 伊達市 16.4 9.0 -11.8 8.2 8.2 
01463 占冠村 14.8 16.1 -1.1 15.2 9.8 
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01607 浦河町 16.3 5.0 -1.4 1.3 9.6 
01609 えりも町 11.1 2.5 -3.4 20.7 8.4 
01635 新得町 24.7 15.6 -4.1 18.3 21.4 
04321 大河原町 21.7 24.0 -6.6 17.8 3.0 
06402 白鷹町 10.1 23.3 -4.1 23.4 17.5 
11237 三郷市 9.7 9.4 -5.7 21.2 7.5 
13110 目黒区 6.8 19.9 -0.5 18.1 16.5 
13201 八王子市 8.9 24.9 -4.2 18.7 10.4 
13202 立川市 8.5 22.7 -0.2 18.7 18.4 
13215 国立市 18.4 22.8 -4.5 21.4 10.8 
13222 東久留米市 4.2 21.3 -4.0 16.7 16.7 
13223 武蔵村山市 20.4 19.0 -7.7 13.8 4.0 
14206 小田原市 3.9 21.9 -1.9 15.9 23.7 
14207 茅ヶ崎市 0.0 24.9 -2.8 20.2 6.3 
23215 犬山市 12.1 24.8 -7.5 21.3 14.2 
24202 四日市市 10.7 24.4 -1.3 23.2 12.6 
25204 近江八幡市 23.1 14.7 -14.3 24.6 19.5 
27206 泉大津市 1.1 13.4 -1.3 19.3 18.3 
27207 高槻市 7.6 20.5 -0.4 15.7 8.8 
28214 宝塚市 17.6 21.8 -1.5 21.7 19.0 
32203 出雲市 20.8 24.6 -0.7 21.8 7.4 
33202 倉敷市 15.8 22.1 -1.3 15.5 7.7 
35212 柳井市 14.8 22.0 -2.5 19.2 8.6 
38206 西条市 15.1 20.4 -0.3 16.1 15.1 
39307 芸西村 11.4 20.5 -6.4 20.5 5.7 
39364 大川村 24.3 3.9 -1.4 12.2 9.8 
40204 直方市 19.5 15.7 -0.0 20.7 14.4 
40210 八女市 18.1 16.1 -3.7 19.0 10.6 
40216 小郡市 11.2 16.9 -4.8 9.0 16.1 
40223 古賀市 18.2 19.4 -7.0 17.5 4.3 
40349 粕屋町 20.6 11.7 -1.4 8.8 10.2 
43424 小国町 16.1 24.3 -3.3 23.1 14.9 
43444 甲佐町 13.7 20.1 -0.8 13.3 10.0 
44206 臼杵市 0.0 20.7 -1.4 13.5 0.0 
44211 宇佐市 13.3 19.8 -11.6 23.4 4.0 
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44322 姫島村 2.5 14.8 -1.4 1.4 22.9 




25％未満の増加をするパターンであり、計 31 市町村が該当した（表７参照）。 
 
表 7 保険料伸び率（％）のパターン⑦ 
 
  第１-２期 第２-３期 第３-４期 第４-５期 第５-６期 
01216 芦別市 4.1 13.8 -3.0 43.8 4.3 
01465 剣淵町 21.7 5.1 -9.0 30.2 2.0 
01645 豊頃町 2.5 7.6 -1.8 29.7 5.9 
06381 高畠町 20.0 23.8 -12.8 38.2 12.8 
07561 新地町 19.3 19.8 -28.0 95.3 20.0 
11219 上尾市 21.4 23.0 -9.1 34.8 0.0 
11222 越谷市 0.0 10.8 -3.3 41.4 9.5 
11246 白岡市 17.0 14.8 -17.3 33.2 12.8 
12202 銚子市 0.0 23.7 -12.8 42.7 11.2 
13205 青梅市 4.3 20.0 -5.6 26.5 11.6 
13211 小平市 6.7 15.6 -2.7 30.6 8.5 
22203 沼津市 6.9 16.1 -5.6 29.4 13.6 
24208 名張市 24.0 23.8 -1.2 26.1 9.4 
25206 草津市 17.3 21.6 -1.4 29.9 6.7 
26207 城陽市 20.6 17.5 -3.6 30.9 4.4 
26210 八幡市 20.7 18.8 -0.1 26.1 8.2 
29424 上牧町 10.5 21.8 -1.1 25.1 6.1 
32501 津和野町 23.5 17.0 -2.1 35.4 7.6 
33204 玉野市 13.5 22.2 -9.1 27.5 17.6 
34304 海田町 14.2 19.9 -5.7 29.8 2.2 
34462 世羅町 4.7 14.7 -0.5 53.2 3.5 
35207 下松市 20.8 24.1 -11.6 26.1 14.3 
35208 岩国市 23.0 20.0 -7.4 25.0 0.0 
40211 筑後市 0.0 18.8 -5.3 35.0 8.3 
43100 熊本市 23.1 15.0 -10.0 27.6 8.0 
164 
 
44204 日田市 5.6 19.9 -9.4 38.6 2.7 
44208 竹田市 3.5 24.6 -9.3 41.0 0.0 
45204 日南市 19.4 5.1 -9.8 37.2 3.2 
45208 西都市 4.1 17.2 -1.5 28.5 12.3 
45361 高原町 17.9 0.0 -10.6 43.6 6.6 
45383 綾町 12.1 4.4 -0.2 26.8 11.5 
 
＜パターン⑧＞ 
 ０％から 25％未満と 25％以上の増加をした後、０％から 25％未満の増加を繰り返すパ
ターンであり、計 215 市町村が該当した（表８参照）。 
 
表 8 保険料伸び率（％）のパターン⑧ 
 
  第１-２期 第２-３期 第３-４期 第４-５期 第５-６期 
01213 苫小牧市 0.0 25.1 0.9 23.5 10.5 
01337 七飯町 0.0 32.1 1.4 14.7 22.1 
01361 江差町 12.6 49.0 0.0 7.8 10.6 
01408 余市町 13.3 26.5 3.5 24.9 4.0 
01518 利尻町 11.0 28.1 0.0 0.0 4.9 
01634 鹿追町 14.3 25.0 0.0 7.5 7.0 
01636 清水町 0.0 29.4 16.7 16.9 13.3 
01662 厚岸町 9.4 26.5 5.8 12.1 0.0 
02206 十和田市 22.1 38.4 0.0 0.0 5.7 
02207 三沢市 19.1 28.4 2.9 8.9 6.6 
02384 鶴田町 21.2 30.6 19.1 3.6 1.7 
02443 田子町 10.0 26.2 8.5 14.1 24.1 
03206 北上市 5.4 31.8 9.9 5.5 14.6 
03461 大槌町 18.7 38.8 0.0 17.8 12.3 
03880 久慈広域連合 0.0 30.0 0.0 22.3 13.6 
04203 塩竈市 7.4 27.0 0.0 19.6 6.9 
04208 角田市 5.7 25.0 20.0 17.9 9.1 
04322 村田町 20.0 33.3 0.0 20.0 16.7 
04324 川崎町 1.8 62.1 23.4 17.5 9.2 
04341 丸森町 11.4 25.0 20.0 22.2 15.0 
04361 亘理町 0.0 30.2 11.6 19.7 24.3 
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04404 七ヶ浜町 16.8 28.5 4.7 16.7 16.7 
04444 色麻町 16.2 35.7 2.6 17.9 15.2 
04581 女川町 13.6 28.0 12.5 16.7 14.3 
05207 湯沢市 4.2 29.4 0.0 21.0 20.4 
05209 鹿角市 5.4 32.7 4.7 15.3 6.2 
05854 本荘由利広域市町村圏組合 16.3 36.3 0.0 23.7 21.7 
06201 山形市 10.2 29.2 0.0 22.8 18.0 
06203 鶴岡市 19.9 26.2 4.2 24.2 16.0 
06301 山辺町 2.8 48.7 21.0 0.0 11.1 
06461 遊佐町 22.5 27.6 16.7 21.4 8.8 
07204 いわき市 9.6 55.0 0.0 9.3 23.9 
07303 国見町 14.3 58.3 20.2 23.5 14.6 
07344 天栄村 14.3 33.3 14.1 12.3 22.0 
08204 古河市 1.0 40.3 10.3 20.0 17.8 
08208 龍ケ崎市 11.0 34.6 4.6 16.7 13.5 
08210 下妻市 15.4 28.2 2.7 23.7 12.8 
08212 常陸太田市 5.8 34.9 0.0 16.2 13.4 
08214 高萩市 6.2 39.8 16.7 19.2 7.0 
08217 取手市 0.0 29.6 0.0 14.3 15.0 
08219 牛久市 2.5 26.6 7.0 19.2 9.1 
08220 つくば市 0.0 44.6 6.5 17.6 21.5 
08222 鹿嶋市 12.1 30.8 5.9 16.7 14.3 
08223 潮来市 0.0 30.8 7.4 12.3 20.7 
09203 栃木市 8.4 28.2 5.9 20.3 15.9 
09204 佐野市 4.9 38.2 9.3 19.0 15.3 
09208 小山市 4.8 29.6 7.3 14.8 20.0 
09209 真岡市 21.9 26.7 10.5 11.4 9.0 
09210 大田原市 13.2 25.7 8.1 24.8 16.2 
09301 上三川町 0.0 27.2 9.8 15.3 19.0 
09364 野木町 0.0 30.1 16.4 17.7 15.5 
10203 桐生市 7.1 34.2 17.1 22.2 14.6 
10204 伊勢崎市 11.9 36.3 0.0 11.2 23.3 
10345 吉岡町 3.0 34.7 14.4 24.4 17.6 
10382 下仁田町 2.8 35.6 11.1 22.0 18.0 
10384 甘楽町 15.8 28.2 0.0 0.0 11.9 
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10524 大泉町 10.4 45.5 0.0 17.8 11.3 
11203 川口市 20.1 27.3 3.2 17.5 4.0 
11212 東松山市 0.0 32.1 8.1 0.0 12.5 
11221 草加市 9.2 34.1 0.0 21.5 15.6 
11227 朝霞市 0.0 31.2 0.0 17.9 12.7 
11230 新座市 0.0 34.3 0.0 8.3 10.4 
11241 鶴ヶ島市 12.0 25.0 8.6 0.0 13.2 
11242 日高市 8.2 34.5 2.1 8.0 7.0 
11326 毛呂山町 0.0 35.6 4.1 4.3 14.4 
11327 越生町 0.0 44.9 14.2 18.9 12.3 
11343 小川町 2.2 36.1 0.0 12.4 7.8 
11347 吉見町 0.0 49.1 3.6 17.7 11.1 
11361 横瀬町 9.1 31.6 22.1 6.0 18.2 
11363 長瀞町 0.0 41.7 16.2 13.9 13.3 
12206 木更津市 7.8 25.3 4.9 20.5 4.5 
12207 松戸市 7.6 36.2 0.0 21.4 15.9 
12212 佐倉市 0.0 27.5 3.8 22.1 0.0 
12216 習志野市 3.7 27.3 2.5 17.6 6.2 
12217 柏市 2.4 27.9 3.9 13.5 16.7 
12219 市原市 5.9 29.1 3.0 21.1 6.8 
12222 我孫子市 0.0 37.0 0.0 0.0 21.7 
12229 袖ケ浦市 2.4 37.0 4.1 19.5 3.8 
12230 八街市 9.7 31.0 5.2 13.1 19.8 
12239 大網白里市 9.6 35.1 1.3 23.1 6.3 
12322 酒々井町 15.3 32.2 0.0 0.0 0.0 
12421 一宮町 2.4 53.5 10.6 16.4 22.4 
12422 睦沢町 0.0 46.9 4.3 20.5 15.9 
12423 長生村 12.4 40.2 11.2 11.0 8.6 
12426 長柄町 8.3 42.3 6.8 8.9 18.6 
12427 長南町 4.5 56.5 9.5 21.8 8.3 
13103 港区 6.6 38.5 0.0 16.7 19.0 
13104 新宿区 1.6 30.3 2.3 22.7 9.3 
13112 世田谷区 5.1 27.8 5.1 21.8 14.7 
13203 武蔵野市 12.1 27.0 0.0 9.8 15.5 
13207 昭島市 0.0 38.2 6.1 23.0 6.5 
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13219 狛江市 0.0 30.6 0.0 13.9 16.7 
13225 稲城市 10.0 33.3 0.0 0.0 9.1 
13227 羽村市 0.0 39.5 0.0 0.0 12.5 
13228 あきる野市 0.0 50.0 0.0 2.4 16.3 
13305 日の出町 0.0 35.0 0.0 0.0 13.0 
13402 青ヶ島村 0.0 37.5 0.0 0.0 12.7 
14100 横浜市 3.2 27.1 8.4 11.1 19.8 
14130 川崎市 8.9 25.5 0.0 24.3 10.5 
14205 藤沢市 10.7 32.3 0.0 9.8 4.4 
14210 三浦市 7.0 42.1 0.3 17.4 17.6 
14211 秦野市 4.0 29.8 6.7 19.8 8.6 
14301 葉山町 7.1 34.5 4.1 14.8 3.0 
14342 二宮町 3.2 33.0 1.3 1.5 9.6 
14361 中井町 0.0 40.0 14.8 0.0 14.1 
14364 山北町 0.0 33.3 8.3 7.7 17.9 
14382 箱根町 0.4 25.5 13.7 7.3 22.9 
14384 湯河原町 11.4 26.2 3.3 13.6 2.6 
14402 清川村 14.5 25.7 2.7 16.7 5.5 
15208 小千谷市 20.0 33.3 8.5 18.7 4.9 
15385 阿賀町 15.5 35.5 7.1 22.2 9.1 
17207 羽咋市 10.7 35.5 1.2 22.4 9.6 
17384 志賀町 20.8 35.3 0.0 21.6 0.0 
18204 小浜市 14.3 28.1 17.1 8.3 14.8 
18205 大野市 6.7 25.0 5.0 21.4 7.8 
19424 忍野村 20.0 50.0 4.6 10.4 2.5 
19425 山中湖村 9.4 34.8 6.7 12.5 22.2 
20201 長野市 20.2 25.9 2.6 22.3 12.5 
20383 箕輪町 23.6 26.1 2.5 17.5 16.3 
20385 南箕輪村 23.5 49.2 0.5 20.9 9.8 
20416 豊丘村 24.6 27.1 13.3 22.4 14.4 
21202 大垣市 12.2 26.2 1.4 15.5 13.2 
21204 多治見市 9.7 31.9 0.0 22.5 7.7 
21206 中津川市 6.0 29.6 3.9 20.5 8.5 
21207 美濃市 4.0 26.9 0.0 21.2 22.5 
21209 羽島市 0.0 41.7 0.0 22.9 23.3 
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21211 美濃加茂市 20.8 31.0 2.6 23.1 8.3 
21213 各務原市 15.2 34.6 2.4 14.0 0.0 
21501 坂祝町 0.0 70.8 18.3 0.0 5.2 
21976 揖斐広域連合 1.5 38.6 15.6 21.8 11.1 
21977 もとす広域連合 10.4 35.4 0.0 17.7 17.9 
22206 三島市 0.0 32.3 1.4 8.7 2.9 
22212 焼津市 5.0 27.3 10.8 8.2 10.3 
22213 掛川市 9.0 35.7 13.2 17.4 15.8 
22214 藤枝市 8.4 25.2 7.9 18.4 6.2 
22216 袋井市 4.8 30.7 18.9 4.5 13.0 
22306 西伊豆町 0.0 25.9 20.6 9.8 6.7 
22325 函南町 0.0 36.3 5.4 19.5 3.1 
23202 岡崎市 7.4 37.2 3.0 4.9 10.9 
23204 瀬戸市 7.4 38.2 1.0 5.8 11.6 
23206 春日井市 8.4 36.6 0.5 13.2 8.6 
23210 刈谷市 0.0 37.0 0.0 20.0 11.3 
23211 豊田市 0.0 29.5 0.0 11.5 12.1 
23212 安城市 0.0 37.0 0.0 12.2 15.7 
23214 蒲郡市 0.0 35.3 11.5 10.9 9.6 
23220 稲沢市 0.0 45.9 0.5 14.3 4.5 
23342 豊山町 7.3 46.8 5.5 12.4 20.9 
23424 大治町 3.3 42.9 0.0 12.5 8.9 
23917 知多北部広域連合 21.8 32.1 2.3 22.4 2.8 
24204 松阪市 5.5 40.1 8.2 24.8 11.2 
24205 桑名市 9.4 32.8 1.4 16.9 10.0 
24324 東員町 1.0 42.9 13.3 16.0 0.1 
24441 多気町 0.0 43.2 9.3 17.8 9.9 
24442 明和町 0.0 52.7 5.7 18.2 12.9 
25203 長浜市 6.2 33.4 10.4 19.6 14.6 
25207 守山市 18.4 30.6 4.8 8.0 15.8 
25443 多賀町 7.1 30.0 5.9 18.1 17.0 
26343 井手町 16.9 28.7 3.1 15.0 7.2 
26365 和束町 8.0 72.6 11.1 9.5 5.0 
27100 大阪市 5.9 33.5 0.0 23.4 14.6 
27205 吹田市 7.1 28.3 3.1 21.9 3.8 
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27212 八尾市 8.9 45.9 0.3 0.4 20.0 
27221 柏原市 11.0 38.3 0.3 8.6 21.1 
27224 摂津市 13.8 32.6 0.0 14.7 9.4 
27228 泉南市 0.0 37.0 4.2 4.5 9.8 
27341 忠岡町 0.2 35.8 4.5 9.1 3.6 
27361 熊取町 8.0 37.5 2.0 0.0 19.9 
27381 太子町 8.6 53.0 0.0 7.0 18.3 
28201 姫路市 16.6 33.6 0.0 14.4 1.1 
28203 明石市 8.5 32.0 0.0 18.3 8.0 
28204 西宮市 0.0 36.1 2.4 21.0 5.1 
28206 芦屋市 16.2 33.3 0.0 15.7 7.9 
28208 相生市 7.4 27.6 0.0 16.2 16.3 
28213 西脇市 21.6 31.0 2.3 20.5 3.8 
28219 三田市 16.6 27.4 0.0 8.1 10.1 
28220 加西市 14.8 30.6 0.0 22.7 8.7 
28464 太子町 23.1 26.6 0.0 12.8 17.1 
29208 御所市 9.8 30.3 2.3 15.9 15.7 
29209 生駒市 2.3 30.0 10.3 6.3 4.1 
29344 斑鳩町 0.0 26.5 1.2 23.9 9.5 
29345 安堵町 14.7 25.3 0.0 19.8 10.7 
29452 川上村 4.3 58.7 0.0 18.8 18.4 
30201 和歌山市 21.7 25.5 2.0 19.8 13.5 
30204 有田市 6.7 31.6 2.4 19.3 22.3 
30207 新宮市 20.5 26.1 2.3 19.3 21.3 
30341 かつらぎ町 11.1 32.8 23.0 17.3 16.5 
30404 上富田町 15.8 29.7 11.7 14.0 12.7 
30424 古座川町 9.7 41.5 0.0 0.0 22.0 
31201 鳥取市 13.3 28.0 4.2 23.2 16.4 
31203 倉吉市 11.5 41.8 0.0 20.1 0.0 
31364 三朝町 17.1 33.3 2.3 24.4 19.6 
32893 雲南広域連合 21.2 26.0 5.0 17.9 9.1 
33207 井原市 11.9 26.4 0.0 17.1 12.5 
33212 瀬戸内市 20.6 39.2 0.0 17.4 13.0 
34213 廿日市市 13.5 27.1 0.0 12.9 6.9 
37341 三木町 0.0 35.5 14.3 16.7 8.9 
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37364 直島町 21.7 35.7 17.1 5.6 17.0 
38202 今治市 10.0 31.8 0.0 15.3 10.4 
38402 砥部町 21.2 31.1 0.0 14.3 0.0 
39208 宿毛市 12.1 50.5 1.8 0.2 5.3 
40130 福岡市 9.0 25.3 0.0 19.3 7.6 
40205 飯塚市 15.9 26.4 0.0 18.4 8.3 
40212 大川市 3.2 25.0 3.8 8.4 8.9 
40218 春日市 15.3 27.0 7.2 8.1 16.7 
41841 鳥栖地区広域市町村圏組合 4.2 44.2 0.0 7.1 4.2 
42201 長崎市 14.4 46.7 0.0 10.8 10.8 
42204 諫早市 6.4 28.4 1.4 14.9 4.7 
43367 南関町 0.0 31.3 16.4 2.0 15.2 
43368 長洲町 13.8 27.3 14.3 12.5 7.4 
43404 菊陽町 13.3 26.5 11.6 10.4 7.5 
43501 錦町 24.1 25.0 0.0 0.0 11.1 
44210 杵築市 11.8 31.7 0.0 19.6 0.0 
44461 九重町 0.0 33.9 13.7 4.0 14.0 
44462 玖珠町 0.0 32.5 9.3 16.0 9.2 
45404 木城町 16.9 26.3 0.0 0.0 2.1 
 
＜パターン⑨＞ 
 ０％から 25％未満と 25％以上の増加をした後、０％未満の減少をして、０％から 25％
未満の増加を繰り返すパターンであり、計 85 市町村が該当した（表⑨参照）。 
 
表 9 保険料伸び率（％）のパターン⑨ 
 
  第１-２期 第２-３期 第３-４期 第４-５期 第５-６期 
01212 留萌市 4.8 30.8 -8.4 15.9 4.5 
01517 礼文町 24.1 30.0 -3.9 1.4 0.0 
01575 壮瞥町 18.1 27.5 -0.6 0.0 7.5 
02323 深浦町 9.4 37.1 -1.0 9.5 11.5 
04301 蔵王町 4.4 42.9 -1.4 17.9 2.5 
06207 上山市 9.7 42.6 -1.4 19.9 16.1 
07342 鏡石町 12.3 40.6 -2.7 9.6 20.0 
08215 北茨城市 3.3 56.0 -0.1 15.1 6.4 
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08216 笠間市 0.4 40.6 -1.4 24.0 18.2 
08224 守谷市 21.7 52.0 -3.0 1.2 1.7 
09202 足利市 7.8 31.6 -0.9 22.9 9.7 
10205 太田市 10.3 37.0 -0.6 9.4 12.9 
10210 富岡市 22.0 34.2 -3.1 0.0 13.9 
11214 春日部市 19.4 36.0 -7.9 15.5 3.6 
11223 蕨市 15.7 33.9 -1.3 15.4 16.0 
11229 和光市 22.2 27.2 -0.5 15.1 1.9 
11301 伊奈町 8.2 29.3 -2.5 19.1 0.9 
11342 嵐山町 0.0 49.5 -2.1 0.0 6.3 
11464 杉戸町 4.2 50.7 -0.9 19.2 7.2 
12208 野田市 9.6 34.6 -3.4 13.7 22.2 
12213 東金市 8.8 35.1 -3.9 18.9 22.7 
12225 君津市 13.2 27.1 -2.2 19.4 6.5 
12231 印西市 10.8 34.0 -6.6 16.5 11.9 
12324 富里市 21.2 32.5 -1.3 8.9 4.8 
13105 文京区 11.2 39.7 -5.4 23.0 4.6 
13106 台東区 18.2 32.5 -0.4 22.6 9.7 
13119 板橋区 0.0 39.5 -4.3 8.1 20.8 
13208 調布市 0.0 29.0 -2.5 23.1 8.3 
13209 町田市 12.1 27.0 -16.0 24.6 9.4 
13212 日野市 10.0 33.9 -1.8 9.2 6.3 
13218 福生市 15.0 36.0 -6.7 21.4 11.2 
13303 瑞穂町 0.0 38.7 -1.8 15.5 10.3 
14203 平塚市 5.3 38.0 -4.0 10.4 9.8 
14212 厚木市 6.4 30.6 -4.4 7.8 23.8 
14321 寒川町 1.4 42.5 -4.5 0.5 1.5 
21341 養老町 8.2 34.8 -1.1 21.2 18.2 
23217 江南市 13.3 28.6 -0.7 12.1 18.4 
23226 尾張旭市 7.7 39.3 -4.5 3.9 16.0 
23228 岩倉市 11.1 30.2 -7.7 17.4 17.4 
23229 豊明市 5.4 65.5 -15.6 17.9 20.9 
23230 日進市 12.0 63.6 -21.0 20.8 18.8 
23236 みよし市 0.0 36.8 -1.4 1.4 9.8 
23238 長久手市 13.4 36.7 -8.0 7.1 17.8 
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23302 東郷町 11.1 50.7 -13.8 1.2 21.3 
23441 阿久比町 21.8 50.5 -16.7 20.5 8.6 
24201 津市 5.8 42.8 -2.0 21.9 8.4 
26208 向日市 19.2 27.7 -1.0 18.4 0.0 
27140 堺市 9.9 37.6 -5.0 10.6 14.6 
27202 岸和田市 12.5 34.0 -7.8 19.2 4.9 
27203 豊中市 11.1 33.2 -0.2 18.7 12.0 
27204 池田市 7.1 25.8 -0.1 22.2 14.1 
27208 貝塚市 12.0 26.0 -6.0 20.6 5.4 
27210 枚方市 9.4 38.5 -4.1 10.0 13.3 
27214 富田林市 2.3 52.6 -4.4 14.3 13.2 
27215 寝屋川市 6.0 38.9 -8.6 11.8 22.2 
27217 松原市 17.7 31.6 -3.3 5.4 9.6 
27218 大東市 9.2 35.4 -1.3 10.7 16.9 
27219 和泉市 15.7 37.6 -8.4 8.0 3.9 
27222 羽曳野市 10.9 43.1 -3.9 6.5 20.9 
27225 高石市 13.6 39.8 -11.8 21.9 12.8 
27227 東大阪市 7.0 36.1 -1.9 12.9 8.2 
27230 交野市 6.2 37.5 -1.5 0.0 10.1 
27231 大阪狭山市 13.4 43.1 -14.1 18.3 18.7 
27301 島本町 12.9 30.0 -6.8 13.6 8.9 
27382 河南町 11.0 51.0 -2.1 5.0 11.9 
28100 神戸市 9.8 36.3 -1.2 12.1 10.2 
28202 尼崎市 19.2 33.5 -0.8 13.4 10.9 
29202 大和高田市 6.3 29.4 -2.7 15.9 18.1 
29342 平群町 0.0 26.8 -5.1 21.4 17.4 
29441 吉野町 14.2 51.8 -3.7 16.0 17.3 
30202 海南市 19.5 26.0 -0.5 24.1 17.6 
30206 田辺市 23.0 37.5 -8.8 21.1 4.1 
30401 白浜町 22.6 57.1 -18.3 12.6 11.2 
32888 邑智郡町村総合事務組合 5.2 38.0 -1.0 14.4 21.8 
33461 矢掛町 14.4 41.0 -0.2 23.5 9.4 
34202 呉市 8.9 27.6 -1.4 16.8 10.0 
38201 松山市 16.2 30.9 -1.4 13.1 7.8 
38401 松前町 10.3 33.3 -8.3 9.1 10.4 
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38442 伊方町 19.6 32.1 -8.1 0.0 17.6 
39203 安芸市 16.7 36.3 -5.5 6.3 22.3 
40100 北九州市 19.1 26.7 -6.3 18.4 8.2 
41830 杵藤地区広域市町村圏組合 22.2 41.0 -15.8 13.6 22.1 
42205 大村市 10.0 32.0 -8.2 20.1 12.9 
42322 川棚町 14.1 49.1 -0.9 13.3 3.9 
45429 諸塚村 10.9 33.6 -1.1 1.2 6.2 
 
＜パターン⑩＞ 
 25％以上の増加をした後、０％から 25％未満の増加を繰り返すパターンであり、計 76 市
町村が該当した（表 10 参照）。 
 
表 10 保険料伸び率（％）のパターン⑩ 
 
  第１-２期 第２-３期 第３-４期 第４-５期 第５-６期 
01452 鷹栖町 36.7 7.3 4.5 4.3 18.8 
01511 猿払村 32.5 10.2 5.0 0.0 20.0 
01549 訓子府町 30.8 2.9 5.7 0.0 13.5 
02203 八戸市 30.8 13.9 0.0 0.0 22.9 
02205 五所川原市 28.5 13.6 8.0 0.9 13.8 
02301 平内町 60.7 0.0 0.0 0.0 19.7 
02321 鰺ヶ沢町 40.0 23.8 0.0 9.6 3.5 
02367 田舎館村 56.0 15.4 8.6 13.6 13.1 
02381 板柳町 28.3 23.1 0.0 2.1 10.2 
02405 六戸町 31.2 11.9 3.3 5.0 18.7 
02425 風間浦村 39.3 20.5 2.1 24.0 0.0 
05204 大館市 33.0 13.3 4.2 19.8 19.4 
05361 五城目町 30.0 10.3 14.4 19.9 11.9 
05368 大潟村 63.8 20.4 0.5 12.2 0.0 
05464 東成瀬村 52.9 17.3 0.6 0.0 20.9 
06204 酒田市 40.0 20.5 2.1 20.8 17.3 
06205 新庄市 31.7 16.8 4.4 24.8 14.7 
06209 長井市 25.3 24.0 0.4 7.6 22.2 
06322 西川町 35.8 9.0 0.0 7.1 23.1 
06401 小国町 30.5 11.2 4.4 9.7 14.8 
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07322 大玉村 25.0 16.0 15.5 19.4 20.0 
09345 芳賀町 36.4 23.3 5.2 17.1 3.8 
12205 館山市 31.7 17.1 3.9 23.3 19.8 
13421 小笠原村 50.6 20.6 1.7 0.1 0.0 
15307 聖籠町 35.8 13.9 17.5 17.9 12.7 
15342 弥彦村 27.0 23.0 10.5 21.3 7.6 
15461 湯沢町 29.1 15.6 2.0 15.7 4.2 
16201 富山市 36.0 17.8 0.0 23.4 6.8 
16206 滑川市 43.9 0.8 4.7 24.8 6.5 
16211 射水市 31.4 17.1 3.8 19.1 9.0 
16907 砺波地方介護保険組合 25.0 5.7 13.5 21.0 13.8 
16909 新川地域介護保険組合 25.0 11.4 0.0 23.1 16.7 
17202 七尾市 40.0 16.4 14.6 13.5 5.4 
17203 小松市 46.4 17.1 1.0 18.6 6.1 
18442 美浜町 25.9 14.7 2.6 20.0 16.7 
20205 飯田市 42.2 21.5 7.2 17.7 12.8 
20217 佐久市 35.5 21.5 5.8 18.5 13.2 
20321 軽井沢町 32.5 23.8 6.5 10.3 11.6 
20349 青木村 49.5 20.9 4.9 16.3 14.0 
20388 宮田村 45.1 17.1 6.6 7.0 5.4 
20402 松川町 30.4 16.7 7.1 14.7 14.0 
20403 高森町 29.8 24.6 17.1 16.9 10.6 
20414 泰阜村 50.5 5.6 1.2 6.6 12.2 
20417 大鹿村 35.4 3.4 5.0 17.5 21.6 
25201 大津市 27.8 13.5 6.4 22.7 19.4 
25321 栗東市 30.3 19.4 1.5 14.9 14.1 
26206 亀岡市 30.6 13.7 4.1 14.1 1.2 
26322 久御山町 26.7 13.1 7.1 16.8 13.7 
26344 宇治田原町 43.3 6.7 4.0 19.3 9.4 
30406 すさみ町 26.3 21.9 7.6 3.6 19.8 
31386 大山町 31.2 18.4 9.9 24.9 16.9 
31402 日野町 60.7 0.0 9.6 1.4 11.8 
31837 南部箕蚊屋広域連合 30.7 4.8 0.8 10.6 11.7 
33445 里庄町 25.0 10.3 6.6 2.6 0.0 
33586 新庄村 35.6 20.6 13.9 18.8 13.3 
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34203 竹原市 27.4 14.4 0.0 15.2 6.4 
34309 坂町 55.2 0.0 0.0 20.9 5.3 
36301 勝浦町 38.2 9.5 0.0 10.9 13.7 
36302 上勝町 41.0 8.5 4.5 9.0 13.7 
36321 佐那河内村 34.4 9.3 0.0 10.6 2.6 
36405 上板町 48.4 23.8 1.9 0.0 3.8 
38205 新居浜市 31.9 20.9 9.4 24.7 0.0 
38210 伊予市 28.6 20.5 0.0 8.5 11.8 
38422 内子町 25.9 21.2 13.6 16.2 14.5 
40217 筑紫野市 30.6 13.8 3.7 8.9 3.4 
40219 大野城市 25.2 10.6 7.8 10.9 3.1 
40221 太宰府市 35.4 14.1 3.7 8.8 5.0 
43203 人吉市 26.1 23.5 2.3 23.1 3.7 
43206 玉名市 29.1 13.9 6.5 0.0 18.4 
43208 山鹿市 28.7 19.9 10.4 19.7 5.8 
43403 大津町 32.2 12.3 17.1 6.3 9.8 
46213 西之表市 27.7 0.0 12.9 23.8 8.6 
46502 南種子町 28.9 19.9 7.7 11.2 0.0 
46531 天城町 29.0 0.0 5.0 19.0 20.0 
47207 石垣市 40.9 4.7 5.2 21.2 4.7 




25％未満の増加をするパターンであり、計 22 市町村が該当した（表 11 参照）。 
 
表 11 保険料伸び率（％）のパターン⑪ 
 
  第１-２期 第２-３期 第３-４期 第４-５期 第５-６期 
06363 舟形町 38.5 0.0 9.5 26.8 20.0 
06366 鮭川村 27.0 3.4 11.7 48.4 18.7 
06367 戸沢村 38.9 8.0 10.2 25.0 19.0 
07407 磐梯町 50.2 9.6 16.2 32.5 19.8 
07445 金山町 33.8 10.5 0.0 38.6 23.7 
13308 奥多摩町 30.6 9.8 0.0 29.7 13.3 
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19365 身延町 32.9 15.0 15.0 45.0 3.3 
20211 中野市 36.4 16.7 6.6 31.1 15.2 
20384 飯島町 45.3 19.5 0.0 31.1 4.4 
20407 阿智村 43.6 23.3 3.8 27.4 0.0 
20415 喬木村 37.9 15.0 2.7 26.3 22.9 
20561 山ノ内町 48.0 12.5 14.3 34.9 0.8 
20563 野沢温泉村 35.9 23.3 14.9 27.1 7.4 
20588 小川村 25.6 16.9 10.1 38.0 22.6 
25442 甲良町 25.5 12.7 2.8 35.1 8.3 
28481 上郡町 26.9 18.2 5.1 29.3 13.2 
31401 日南町 31.3 0.0 4.8 29.4 0.0 
35202 宇部市 28.4 5.6 0.0 25.4 11.1 
37403 琴平町 26.4 0.0 13.8 28.0 9.2 
39403 越知町 26.4 0.0 4.6 37.8 0.0 
40202 大牟田市 28.0 0.0 0.0 40.9 6.3 
45442 日之影町 26.8 3.0 4.6 37.8 14.3 
 
＜パターン⑫＞ 
 25％以上と０％から 25％未満の増加をした後、０％未満の減少をして、０％から 25％未
満の増加を繰り返すパターンであり、計 43 市町村が該当した（表 12 参照）。 
 
表 12 保険料伸び率（％）のパターン⑫ 
 
  第１-２期 第２-３期 第３-４期 第４-５期 第５-６期 
01203 小樽市 45.2 9.1 -10.4 24.5 6.2 
01363 厚沢部町 58.5 2.6 -14.4 14.0 8.2 
01429 栗山町 29.4 13.6 -8.6 19.6 0.5 
02402 七戸町 38.4 15.8 -9.3 16.1 13.5 
02406 横浜町 34.7 18.2 -3.2 1.3 15.7 
02442 五戸町 38.1 10.5 -1.4 7.6 15.4 
06213 南陽市 31.4 13.5 -3.2 23.7 14.9 
09384 塩谷町 56.5 9.0 -0.5 22.7 20.2 
13102 中央区 25.5 21.9 -6.6 23.5 12.5 
13364 神津島村 30.6 10.6 -3.8 2.0 13.7 
16204 魚津市 38.9 22.3 -3.4 24.6 1.3 
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16904 中新川広域行政事務組合 31.4 20.9 -3.3 13.1 8.1 
17461 穴水町 33.1 2.4 -4.8 22.5 16.3 
20411 下條村 43.3 16.5 -2.1 22.6 15.0 
28210 加古川市 44.4 17.9 -13.0 10.0 11.4 
29386 御杖村 41.9 8.1 -20.0 0.0 21.9 
30205 御坊市 33.1 15.9 -4.6 23.9 6.4 
31202 米子市 32.5 15.9 -0.1 14.2 14.3 
33211 備前市 37.0 13.5 -2.4 14.6 12.8 
34100 広島市 39.4 14.3 -0.8 16.7 6.0 
34307 熊野町 27.5 18.9 -0.1 15.1 2.1 
35203 山口市 34.9 8.4 -4.2 24.5 10.5 
35206 防府市 29.8 9.5 -2.2 19.5 14.7 
35210 光市 25.8 14.2 -1.3 15.5 5.6 
36202 鳴門市 26.1 19.4 -9.4 0.0 20.0 
36402 北島町 30.3 20.9 -5.8 5.7 6.2 
36403 藍住町 41.7 11.2 -1.8 1.9 5.8 
39201 高知市 38.7 8.1 -1.8 14.7 4.6 
39204 南国市 33.8 20.0 -12.2 0.0 3.8 
40203 久留米市 26.2 21.3 -0.1 15.4 3.7 
40954 福岡県介護保険広域連合 40.9 21.2 -5.4 8.6 11.2 
41205 伊万里市 25.5 24.6 -1.0 19.5 11.3 
42207 平戸市 49.2 11.9 -11.1 17.1 19.2 
42211 五島市 40.5 16.8 -0.4 11.7 5.3 
43204 荒尾市 50.0 12.7 -1.2 0.0 18.4 
43443 益城町 29.4 5.0 -2.4 19.5 12.2 
43482 芦北町 34.7 9.4 -3.9 6.3 13.2 
43484 津奈木町 35.8 8.6 -3.5 16.9 18.6 
43512 山江村 45.2 0.0 -1.1 10.1 20.4 
43513 球磨村 33.3 11.4 -6.1 0.0 23.9 
45402 新富町 26.4 13.6 -1.3 15.7 5.2 
46535 与論町 52.3 0.0 -11.2 23.5 24.0 








計 25 市町村が該当した（表 13 参照）。 
 
表 13 保険料伸び率（％）のパターン⑬ 
 
  第１-２期 第２-３期 第３-４期 第４-５期 第５-６期 
04423 富谷町 47.1 25.1 4.9 12.3 15.8 
07505 古殿町 37.6 32.9 1.1 22.2 16.7 
08341 東海村 45.9 40.6 5.3 18.4 0.8 
08542 五霞町 29.4 45.5 21.9 15.4 14.4 
16202 高岡市 25.7 30.1 0.0 14.9 7.9 
17205 珠洲市 46.2 28.9 0.0 0.0 22.4 
19204 都留市 36.4 28.4 1.4 19.6 13.5 
20203 上田市 37.2 26.1 2.0 20.4 11.4 
20207 須坂市 26.9 25.8 5.6 18.8 5.0 
20208 小諸市 26.5 27.5 7.9 16.5 3.9 
20215 塩尻市 27.0 28.4 6.8 20.0 0.0 
20305 南牧村 44.5 27.3 1.2 10.6 12.8 
20324 立科町 29.0 28.3 8.2 21.4 7.8 
20386 中川村 37.8 29.2 2.7 17.1 16.4 
20450 山形村 49.9 30.3 4.7 6.7 18.4 
20451 朝日村 27.3 32.1 8.1 12.5 8.9 
20541 小布施町 37.2 26.5 0.0 8.2 13.6 
21521 御嵩町 33.8 32.7 9.9 10.8 10.4 
26364 笠置町 28.2 33.1 11.6 2.1 17.3 
29210 香芝市 25.8 31.0 0.0 21.1 4.8 
31302 岩美町 28.4 48.4 6.5 14.1 18.2 
33210 新見市 31.0 29.3 1.3 23.7 23.4 
36383 牟岐町 31.0 27.3 5.8 6.0 0.0 
38203 宇和島市 30.3 25.0 2.6 21.0 19.9 








り返すパターンであり、計 23 市町村が該当した（表 14 参照）。 
 
表 14 保険料伸び率（％）のパターン⑭ 
 
  第１-２期 第２-３期 第３-４期 第４-５期 第５-６期 
02361 藤崎町 33.2 35.8 -0.9 6.4 11.1 
02408 東北町 35.3 29.3 -6.6 5.6 13.3 
02411 六ヶ所村 25.0 38.2 -2.2 1.3 11.9 
17361 津幡町 31.0 30.3 -8.4 22.4 2.7 
17365 内灘町 28.6 36.1 -9.4 10.4 18.4 
20202 松本市 33.7 42.7 -4.1 23.6 4.7 
20323 御代田町 54.4 31.4 -3.5 4.5 11.2 
21302 岐南町 41.0 37.0 -18.9 14.3 14.6 
21303 笠松町 49.2 32.6 -10.5 11.8 18.9 
25441 豊郷町 29.5 29.0 -12.8 14.1 11.1 
26100 京都市 28.6 25.1 -5.3 20.6 11.8 
28207 伊丹市 25.0 33.3 -8.7 4.8 2.0 
28381 稲美町 48.1 25.0 -14.0 0.0 9.3 
28382 播磨町 33.3 27.8 -15.2 12.8 9.1 
29361 川西町 32.8 35.9 -0.1 7.0 4.4 
29362 三宅町 37.5 29.1 -2.4 11.1 16.1 
30203 橋本市 40.0 30.9 -0.1 18.4 10.7 
36201 徳島市 31.3 25.7 -6.1 14.5 3.2 
36404 板野町 29.0 29.2 -9.6 0.0 3.8 
37386 宇多津町 35.3 30.3 -1.4 3.9 4.4 
39424 大月町 33.1 38.5 -8.9 12.2 8.7 
42391 佐々町 26.7 42.1 -1.4 12.5 1.3 
42843 島原地域広域市町村圏組合 30.6 32.8 -10.5 11.7 7.7 
 
＜パターン⑮＞ 
 ０％未満の減少と 25％以上の増加をした後、０％から 25％未満の増加を繰り返すパター




表 15 保険料伸び率（％）のパターン⑮ 
 
  第１-２期 第２-３期 第３-４期 第４-５期 第５-６期 
01552 佐呂間町 -3.4 28.6 0.0 8.3 10.3 
02304 蓬田村 -19.6 53.3 16.1 11.2 6.1 
03201 盛岡市 -11.5 37.0 17.3 21.6 17.7 
09201 宇都宮市 -1.4 28.4 0.0 8.9 11.7 
09407 那須町 -1.8 37.6 20.2 5.3 24.0 
11235 富士見市 -1.0 26.8 7.9 17.9 17.5 
11243 吉川市 -1.0 40.2 10.3 14.0 3.2 
11346 川島町 -1.9 45.1 10.8 19.5 6.1 
11383 神川町 -1.0 30.1 4.3 24.7 12.1 
13382 御蔵島村 -13.6 34.7 1.9 0.3 18.0 
23201 豊橋市 -3.9 41.9 3.7 10.3 11.6 
23207 豊川市 -0.6 32.4 10.6 18.4 12.9 
23227 高浜市 -3.1 26.8 2.4 19.5 4.2 
27362 田尻町 -0.5 35.6 0.0 11.5 20.7 
29426 広陵町 -12.0 60.0 3.3 16.1 8.3 
30428 串本町 -2.2 42.6 0.2 18.0 23.8 
42209 対馬市 -0.6 32.4 0.0 22.7 3.3 
45406 都農町 -0.3 33.2 16.4 20.2 21.4 
 
 過去 15 年間に６度の保険料設定を行った市町村は 1,324 であり、パターン①からパター
ン⑮の合計は 1,041 であるから、15 パターンで８割弱を占めている。パターンは理論上、



















 なお、被保険者の規模は、①1,000 人未満、②1,000 人以上 3,000 人未満、③3,000 人以
上 5,000 人未満、④5,000 人以上 10,000 人未満、⑤10,000 人以上 30,000 人未満、⑥30,000
人以上 50,000 人未満、⑦50,000 人以上 100,000 人未満、⑧100,000 人以上の８つに区分し
た。 





                                                   
106 外れ値と見做して分析から除外した市町村は以下のとおりである。 
第２期在宅サービス：奈良県大和高田市（13,158 人、0.485 円） 
第４期在宅サービス：東京都御蔵島村（51 人、75.908 円）、東京都青ヶ島村（25 人、
46.092 円）、新潟県刈羽村（1,346 人、34.979 円） 
第２期施設サービス：東京都青ヶ島村（30 人、124.304 円）、奈良県大和高田市
（13,158 人、1.639 円） 
第３期施設サービス：東京都御蔵島村（51 人、287.715 円）、東京都青ヶ島村（27 人、
113.749 円） 
第４期施設サービス：東京都利島村（73 人、273.389 円）、東京都御蔵島村（51 人、
594.016 円）、東京都青ヶ島村（25 人、112.261 円）、新潟県刈羽
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